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当社では、2030年ビジョンを実現するため、事業ポートフォリオマネジメ
ントの強化を通じて、健全な財務体質構築と成長投資の両立を目指しており
ます。この方向性に対して、現在の状況を中段にお示ししております。

中計「Compass Transformation 23-25」もちょうど折り返し地点を迎えて
いますが、この一年半の間に、海外、GX、ソリューション等の領域への成
長投資の着実な実行、豪州資産売却と北米資産拡大という形での資産入れ替
え、またガス・電力に次ぐ事業の柱とするソリューションブランドの立ち上
げ等を進めてまいりました。業績としても、2022年度・2023年度は、資源
価格高騰等の著しい事業環境変化の中で原料調達力の優位性を発揮すること
等により、歴代1位・2位の好業績を挙げ、キャッシュフローを創出してきま
した。

この一方で、中計のROE、ROA計画については、達成に向け、一層の取り組
みが必要な状況にあります。

財務課題として大きく2点を認識しています。一つは、過去数年にわたって、
利益貢献まで比較的時間のかかる脱炭素関連投資等を進めてきたことを背景
に、資産効率低下が生じていること、もう一つは、好決算による利益剰余金
の積み上がり等の結果、自己資本が想定以上に大きくなっていること、すな
わち資本効率が低下しているという課題です。

スライドの下段に掲げておりますとおり、事業ポートフォリオマネジメント
を通じた利益・キャッシュフローの創出・拡大とともに、非効率資産の圧
縮・売却等による資産リサイクル加速ならびに自己資本コントロール策等、
BSマネジメントを推し進め、具体的なアクションをとる段階にあると考え
ています。
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こうした考えに基づき、資本効率向上および自己資本コントロール策として、
このたび、新たに400億円を上限とする、追加の自己株式取得を2024年度中
に実行いたします。これは、中計最終年度である来年度、2025年度に、
ROE 8％程度という指標を達成することを強く意識し、株主還元方針に基づ
く自己株式取得に加え、資本政策として実施するものです。なおROEは、中
計指標の8％では既に十分ではないことへの問題意識も持っており、早期に
この水準を達成し、さらに上を目指していきたいと考えております。

今後につきましても、BSマネジメントの考え方に則り、財務課題の解決に
向け、追加施策を機動的に実施していきたいと考えています。

あわせて、様々な株主様のご期待にお応えする上では、配当の充実も重要と
考えております。当社では、従来から「安定配当と緩やかな増配」と掲げ、
すなわち実質的に累進配当を方針として重視し、実際に実行してまいりまし
た。今後もこの考え方をベースに、累進配当を明示したうえで、自己株式取
得による、流通株式数の減少も踏まえつつ、増配の実現に向けて検討を進め
てまいります。
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BSマネジメントの考え方について、簡単にご説明いたします。改めて申し
上げるまでもありませんが、事業戦略と資本政策の両輪で持続的な企業価値
向上に取り組むことが経営の要諦であると考えており、この考えに基づき
BSマネジメントサイクルを循環させております。

事業戦略に関しては、既存事業において、徹底した効率化・収益性向上を図
るとともに、非効率資産の圧縮・売却も加速し、これらからのキャッシュ創
出を加速します。創出されたキャッシュを、効率性の高い優良な成長投資に
回し、さらなるキャッシュフローの拡大、ROA向上につなげていくことが、
事業ポートフォリオマネジメントを通じて当社が目指す姿です。

成長投資戦略を進める一方で、投資規律を重視してまいりますので、その結
果、生じる余剰キャッシュについては、資本政策側で、適切なレバレッジを
効かせて資本コストを低減させるようコントロールしてまいります。その一
環として、還元方針に基づく株主還元に加えて、今回決定したように、機動
的な追加施策も適宜行ってまいります。
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第2四半期は、対前年同期で「減収減益」となりました。減益の要因は、主
に「エネルギー・ソリューション」セグメントにおける、原料費調整に伴う
都市ガスの売上単価減等に加え、上期期中での円安の進行や原料価格上昇に
よる原材料費の増加等によるものです。

親会社株主に帰属する当期純利益は、対前年同期で868億円減の171億円と
なりました。

2024年度の通期については、7月に公表しました前回見通しに対して、「売
上高の増、当期純利益は据え置き」としております。見通しの前提となる１
０月以降の経済フレームは、為替レートを１ドル１４５円に据え置き、原油
価格については１バレル８０ドルから７０ドルに、変更しております。

「エネルギー・ソリューション」セグメントにおけるガス事業では、高気温
による家庭用販売量の減少があったものの、主にスライド影響の改善に伴い、
増益の見通しです。

一方、「海外」セグメントにおいて、主に、米国ガス価格が低位に推移した
影響を織り込み、対前回で減益の見通しです。

親会社株主に帰属する当期純利益は、対前回見通しから変更なく、810億円
と見通しております。
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7

２４年度第２四半期の業績は、「減収減益」となりました。

売上高は、▲４．０％、▲５１３億円減の１兆２千２１４億円となりました。
これは、「エネルギー・ソリューションセグメント」における、原料費調整に
伴う単価減等が主な要因です。

営業利益は▲７０．５％、▲９１５億円減の３８２億円となりました。

減益の主な要因は、「エネルギー・ソリューションセグメント」および「海外
セグメント」における減益によるものです。セグメント別の減益要因について
は、のちほどご説明いたします。

期首からの円高基調に伴う為替差益の剥落や、支払利息増等の営業外損益を加
えた経常利益は、▲８０．６％、▲１，１８９億円減の２８７億円となりまし
た。

特別利益として、投資有価証券売却益２９億円、受取損害賠償金２０億円を計
上し、親会社株主に帰属する当期純利益は、▲８３．５％、▲８６８億円減の
１７１億円となりました。
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８ページには、セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加え
たセグメント利益とその増減を、９ページには、各セグメントにおける利益
分析を掲載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける▲７３６億円の減益は、都
市ガス事業において、スライド差減等による▲６００億円の減益、加えて電
力事業における、燃料費調整に伴う単価減等による▲１５１億円の減益など
によるものです。

海外セグメントにおいては、前年度末に豪州上流資産売却を行ったことに
よる利益剥落の一方、資産入替を行った、北米シェール事業で、ガス価格が
低位に推移し、利益水準が想定の水準まで高まっていないこと等により、▲
１５８億円の減益となりました。

都市ビジネスセグメントは、不動産売却益の減少、ならびに、今年５月より、
ホテル事業において、リノベーションのための休業をおこなっていることに
伴う利益減により、▲３５億円の減益となりました。
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第２四半期までのガス販売量は、高気温影響による家庭用需要減があったも
のの、発電専用のお客さまの需要増等により、＋０．４％増の５１億５千万
ｍ3となりました。
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第２四半期までの電力販売量は、全体では▲７．５％減の１１６億３千３百
万kWhとなりました。

小売においては、契約件数の増加等による需要増等により、＋６．８％増、
卸他については▲２２．６％減少しました。
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13

２０２３から２０２５年度の中期経営計画における主要計数・投資計画等の
状況をお示ししています。



14

２０２４年度会社計画における、セグメント別ＲＯＡの見通しを対前回比較
でお示ししております。



15

２４年度通期見通しにつきましては、売上高は増収、親会社株主に帰属する
当期純利益は据え置きとしております。

売上高は、原料費調整に伴う都市ガス単価増に伴う売上増等により、＋０.
６％、＋１５０億円増の２兆６千５３０億円の見通しです。

営業利益は、＋１０．６％、＋１２０億円増の１，２５０億円の見通しです。
支払利息等の営業外損益を加えた経常利益は▲４．５％、▲５０億円減の１，
０６０億円、投資有価証券の売却益の増等、特別利益を５９億円計上した結
果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前回見通し通りの８１０億円を見
通しております。



16

セグメント別の売上高および利益の見通しと、前回見通しに対する増減を記
載しております。
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エネルギー・ソリューションセグメントにおける増益、＋１９９億円は、原
油価格の下落傾向を反映したことに伴う、都市ガスのスライド差改善等によ
る粗利増が主な要因です。
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19

都市ガス販売量については、上期の高気温影響による家庭用販売量の減の一
方で、業務用および工業用等の増により、全体としては、前回見通しとの対
比で大きな変動はなく、＋０．６％増を見通しております。
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小売のお客さまへの販売量は、件数の増等により増加するものの、卸販売の
減を見込み、全体では、ほぼ前回見通し通りとしております。
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ネットワークセグメントのセグメント利益は、前回見通し通りとしておりま
す。
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海外セグメントの▲１４４億円の減益は、ガス価格が低位に推移したことに
伴う北米シェールガス事業の売上減等を織り込むものです。
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都市ビジネスセグメントにおいては、不動産売却益の増を織り込み、＋５７
億円の増益を見通しております。
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前年度からの主な変化要素ごとの利益増減を図でお示ししております。



25

経済フレーム感度表、原油価格・為替レート、主な海外投資案件等を掲載し
ております。「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けて」の取り組
みについては、詳細やその他の内容をこちらにも掲載しております。
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